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は じめに












他方,一 部の論者 は,国有企業の留保利潤が改革のなかで増大 したとは
いえ,企業の 「負担」 は依然 として余りに重いと主張する。例えば,各 種
の税金,費 用,割 当てなどを通 して企業の純収入(「利潤税金総額」)の
80%以上を政府 に納入 しなければならず,実際の留保利潤額 も純収入の1
割前後にまで減少 している,という。従 って,政府 は国有企業の過重な負
担を軽 くし,休養と息抜きを与えるべきである,と主張する。一般的にい
えば,前 者は政府財政当局側の立場に立 った主張であるのに対 して,後 者
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は企業経営者側の立場か らの主張であるといわれる(D。








「費用」支払いなどの負担を指 している(2)。上納利潤 とは企業が契約に基 き
毎年,政府財政当局に納める利潤部分のことであ り,「費用」とは政府諸機
関 ・団体か ら企業に課せ られる税金 ・上納利潤以外の公的または社会的支
出を指す(詳細は後述)。このような意味での負担 は企業外の政府機関 ・団
体から企業に対 して直接要求される公的社会的負担である。
国有企業はこれとは異なる負担 も背負 っている。 もともと中国の国有企
業は本来の経営活動以外にさまざまな社会的行政的活動(例 えば,学 校,























































文書を発 して徴収する各種の費用(基 金)で,毎 年,規 定された算定基準
に基づき納めるもの。他方,非 固定的割当ては,地方政府や団体が各種の
















a流通課税 製品税 ・付加価値税 ・営業税 ・塩税 ・関税
b所得課税 所得税 ・調節税 ・上納利潤 ・賃金改革調整利潤
c財産 ・行為課税……土地使用税 ・車船使用税 ・家屋税 ・印紙税 ・資
源税 ・油消費特別税 ・賃金調節税 ・投資方向調
節税 ・奨金税 ・建築税 ・都市維持建築税
[費用]
エネルギー交通建設基金,国 家予算調節基金,教 育基金,電 力開発基
金(電力建設費),農業開発基金,市場調節基金,「菜藍子工程」(8),汚
物排泄施設費,緑化費(衛生費),地下水資源費,治安協同防衛費(消
防経費),契約締結費 道路使用料(渡 橋費),賃金増加費 食糧 ・油
手当基金,労 働保護統一按配基金,国 家支給流動資金占有費,教 育費
付加,小 中学校管理費,労 務管理費,契 約制労働者食糧手当,従業員
待業保険金,車 両保険金,車 両鑑札費,貨 物付加費,船 舶専用基金,
都市女性労働者統一按配基金,退 職労働者統一按配基金,契 約労働者
養老基金,計 画出産統一按配基金,市 場調節基金,科 学発展基金,商
業網開発基金,商 品豚基金,副 食品基金,食 糧価格抑制基金,退 職幹




税)の みであったが,1984年の第2段 階 「利改税」実施時に7種 類(製 品











徴発,す なわち地方の政府機関,軍 隊,事 業単位,社 会団体による法規
に基かない資金 ・物資 ・人力の強制割当てについては,さ まざまな名目が
ある。国務院の 「企業への割当て禁止暫行条例」(1988年4月28日公布)
に明示されている形式だけでも20近くある。すなわち,職員労働者子女の
入学費,田 畑建設費 ・開墾費 ・都市移転家庭の人頭費,ガ ス開発費,集 中
電力供給費,道 路通行料,橋 通行料,排 水容量増加費,治安管理費,衛 生
費,緑化費,農業支援費,会議費,そ の他の費用(以 上第4条),他に法規



















まず,用語につ き少 し説明しておく。「利税総額」とは利潤 ・税金総額の
ことで,ほ ぼ工業企業の販売収入総額か ら原材料,販 売費,人 件費などの
コストを引いたもの,っ まり企業の 「純収入」に相当する。それは具体的
表1.国有工業企業の負担率と留保利潤率 (単位:億 元 ・%)




































*負担総額は[販売税+上 納 した利潤 ・税 ・費用]か ら算出。 コス トか ら支出
する税は含めていない。





よび教育費付加から構成 される。 この利税総額には生産コス トに計上され
る税金(土 地使用税,車 船使用税,家 屋税,印 紙税,油 消費特別税,賃 金
調節税など)は含まない(16)。次に,負担総額 とは企業が政府に納めた販売
税,上納利潤(所得税と調節税を含む),税金(資 源税 ・建築税 ・奨金税な


















率は87年,88年に漸増 し89年,90年は減少 しているが,総 じてあまり大






とな る(ig)。90年は不明だが,負 担率 が97%余 りなので,実 際 の留保利潤率





















・:・ 87.5 84.1 67.8
1987 82.6 76.9 66.3
... 77.2 70.3 59.7
1989 82.7 73.9 67.3
1990 ・・1 92.3し 1
(「中国 工 業 経 済 統 計 年 鑑1991』125-
126,134-135頁よ り作 成)
る。この変化は表1で みた動向と一致 している。







表3は全国の国有工業企業,集 団所有制工業企業,私 有制 ・外資系工業
企業のそれぞれの負担率と利潤留保率(名目)の動向を示 したものである。
表によれば,国 有企業の負担率が最 も高 く,次に集団所有制企業で,私
有制 ・外資系企業が最 も低い。負担率の時系列変化では,87～88年は減
少,88年が底で89～90年は増大 している。これは表1,表2で みた動向
と同 じである。他方,純 収入に占める留保利潤率(名 目)で は,国有企業
は一貫 して集団企業よりも低 く,90年には最底水準に落ちている。私有 ・
外資系企業の留保率は86年で最 も低かったが,そ の後増大 し90年では最
高水準に達 している。1990年の天津市の企業調査によれば,大中型国有企
業,国 有企業,「三資企業」(合弁企業 ・合作企業 ・単独外資企業のこと)
の利潤 ・税金総額に占める留保利潤の比率(名 目)は,そ れぞれ15.0%,
19.8%,66.0%であったという(箆)。実質の留保利潤率でみれば,国有企業 と
他の所有制企業 とのギャップはさらに広がるであろう。






負 担 率 留保利潤率(名目)

































業と都市 ・鎮集団所有制企業はほぼ同 じで43%,郷鎮企業 と私営 ・個人経
営企業が34%である。ただ し,上納 した所得税に対する上納費用の倍率を
表4.湖 北省の所有別100企業の負担状況の比較 (単位:%)

























































現在,国 有企業の財務会計か らみると政府の税 ・費用は4っの レベルか
ら徴収されるシステムになっている。すなわち,① コス トか ら,②販売収







一コス ト[財産行為課税,す なわち土地使用税 ・車船使用税 ・家










一費用[エ ネルギー交通基金 ・予算調節基金 ・国債購入など]
一税金[建 築税 ・奨金税]
IV実 際留保利潤























たものである。この統計は表2で みた統計数字とす こし相違 しているが,
ここでは一応これに基いて負担の構成をみておこう。
表か ら①販売税,②上納利潤(所得税 ・調節税を含む),③留保利潤か ら
の上納税 ・費用の純収入に占める割合いはそれぞれ53.7%,14.8%,4.5%
であり,純収入の半分以上が販売税で占められている。また,ま た統計に
示された負担総額(税 ・上納利潤 ・費用の合計額,1308.9億元)に 占ある
比率をみると,販 売税が73.6%,上納利潤(所 得税 ・調節税を含む)が
19。8%,留保利潤からの上納税 ・費用が6.0%,そしてコス トか ら支払 う財











































次に,表6は 安徽省の予算内工業企業の財務統計(一 部推計)を 示 した
ものである。
安徽省の場合,全 国統計に比べ企業純収入に占める上納利潤比率がやや
低いものの,販 売税比率と利潤留保か らの上納分比率は高い。 とくに留保




表6.安徽省の予算内工業企業の利潤分配 (単位:億 元 ・%)



























表7.193の大中型国有工業企業の利潤分配(単 位:億 元 ・%)







































































会類負担はおもに徴発(強 制割当て)を示 していると考えてよい。 これに
よれば,法律類負担はこの間,負 担全体のほぼ半分以上を占め,政策類負
担(費 用)は 負担全体の20%台後半を推移 し,社 会類負担は1%か ら
3%に 増大 している。
遼寧省の調査では,1984年に比べた1989年の負担項目の伸び率を挙げ
ている。 それによれば,こ の間,15企業の実現利税総額(純 収入)は































この費用 と徴発の負担の伸びは,多 くの事例が示 している。 ここでいく
っかの事例をあげておこう。
①7省 市の451企業の調査では,地方政府が徴収する費用と社会的な割













加,ロ ーン利子返済が14.4倍増加 したなかで,各 種割当ては40倍増加
した(鈎)。


























府 ・団体の割当て要求が強い 「権威性」 と強制力をもっていること,(3)









によれば,①敢然と自信をもって拒否 した者,4.2%,②拒否 したが,怖 い
と感 じた者,14.9%,③敢えて拒否 しなかったし,そ うしようとも思わな
か った者,4.4%,④やむなく従 った者,自 分の意思に反 していやいやなが
ら応 じた者,76.5%,である。ここからは,経営者の大多数が自分の希望に
反 して,や むな く支払っている状況がみてとれる。恐 らく見返りを期待 し


























締あの影響で企業経営が悪化 し,利潤額が大幅に減少 したが,表7の よう
に一部の大中型企業では税前利潤からの返済額がかえって増えたところが
少なくなかったようである。





















































































不況化 し,企業経営 も悪化 した。 この もとで企業の純収入や利潤はかなり
減少 したが,負担額 は依然 として増加 したので負担率はかなり上昇 した。
特に90年の負担率の上昇は顕著である。
第三に国有企業で も規模により負担率 は異なり,総 じて規模が大きい企
業ほどその負担率が高 くなっている。第四に,負担の構成では負担の大部
分は税金,と くに販売税であり,費用,徴 発(割 当て)は項 目数 は多いも













た額は統計か らわかるので,そ れに対する政府補助額の比率は毎年増大 し
ており,89・90年では4割前後に達 している。いずれにせよ,国有企業の
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り,こ うした活動 は本来,行 政が負担すべきである部分が少な くない。























⑥ 眺先国 ・李敏,前 掲論文,29頁。
(7)中国工業経済協会 「関於工業企業税負情況的調査報告」 の付表1(『改革』
1991年4期,75-76頁)。税金の分類は筆者が手を加えた。








㈲ 陳永忠 ・王永濤 「国家與企業分配関係存在的問題和対策建議」『経済理論與経
済管理』1992年2期,23頁。
αの 『中国企業管理年鑑1991』,327頁。
㈲ 勝手な費用徴収 ・罰金 ・割当て(「三乱」という)を禁止する中共中央 ・国務
院の決定(1990年10月15日)によれば,「"三乱"は しばしば禁止 しても止
25 一25一




⑰ 工業統計の 「上納 した利潤 ・税金 ・費用」(原文 「巳交利税費」)のなかの 「税
金」の範囲は,所得税 ・調節税 ・資源税 ・建築税 ・奨金税などから構成され,
販売税 と生産 コス トに計上される諸税は含まれていないと推定される。
⑯ 最近の経営請負責任制の動向については,川 井伸一 「中国国有企業の経営請
負い制の動向」『国際問題研究所紀要』(愛知大学国際問題研究所)98号,近
刊を参照されたい。













as楊 培新,前掲論文,71頁。何平 ・轟明篤 「国営企業収入分配状況及対策研究」
『経済研究』1992年3期,32-33頁。












6⑤ 「企業への割当て禁止暫行条例」(1988年4月)によれば,企 業が自ら希望 し
て賛助 ・資金援助(資 助)・ 献金を出す場合でも企業の自己資金から出せる



















者か ら納付税額を徴収 して納めている(西村明 『中国企業会計の構造と分
析』,九州大学出版会,1989年,272-273ページ)。
㈲ 『中国企業管理年鑑1991』,296頁。
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